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行政書士法人の解散についての手続きは、解散（退会）及び清算結了それぞれの手続きが必

要となります。 

ご不明な点は事務局までお問い合わせください。 

 

【１】行政書士法人解散（退会）手続 
行政書士法人は、他の行政書士法人と合併以外の事由により解散したときは、解散の日から

２週間以内に、その旨を主たる事務所の行政書士会を経由して日本行政書士会連合会に届け出

ることと規定されています。（行政書士法第 13条の 19の 3項） 
 

必要書類 

 ・行政書士法人解散（退会）届出書（規定様式）・・・・ ２部 

 ・履歴事項全部証明書（解散登記が完了したもの）・・・ ２部 

〈以下、返却書類等〉 

 ・法人会員証（東京都行政書士会会員証） 

 ・職務上請求書（該当者のみ） 

 

〈その他提出書類〉 

 ・行政書士変更登録申請書（規定様式）・・・・・・・・ ２部 

※法人解散に伴い，個人の変更登録も必要となります。（属性・事務所名称など） 

※申請様式については、東京都行政書士会 HP「会員向け情報」より 「変更登録

申請のご案内（個人）」をご確認ください。 

※法人解散後、行政書士登録を抹消する場合には清算結了届とともに登録抹消届

出書をご提出ください。 

 

【２】行政書士法人清算結了手続 
 解散の手続きを行った行政書士法人の清算人は、清算が結了した時は、遅滞無く、閉鎖登記

簿謄本を添付し、主たる事務所の単位会を経由して、日本行政書士会連合会に届け出ることと

規定されています。(日行連会則第 53条の９) 
 

必要書類 

 ・行政書士法人清算結了届出書（規定様式）・・・・・・ ２部 

 ・閉鎖登記事項証明書 ・・・・・・・・・・・・・・  ２部 

 

〈その他提出書類〉 

 ・行政書士登録抹消届出書・・・・・・・・・・・・・ ２部 

  ※行政書士登録を抹消する場合には併せてご提出ください。 

  ※届出様式については、東京都行政書士会 HP「会員向け情報」より「登録抹消の

ご案内」をご確認ください。 

  ※法人解散後も行政書士登録を継続する場合には提出不要です。 
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